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概要 

【目的】 

 職域におけるメンタルヘルス対策は急務である一方で、その有病率や受療率に関

する実態把握や各疾患別のリスク要因などの検討は遅れている。 

 本研究では、全国健康保険協会（協会けんぽ）東京支部の保有する診療報酬明細

書情報（以下、「レセプトデータ」という。）と健診情報を用いて、その実態把握お

よび予測因子の探索を主目的として、まずは生活習慣との関連を検討した。 

【方法】 

 協会けんぽ東京支部の 35～74 歳の被保険者本人を対象とした生活習慣病予防健

診（特定健診項目を含む）2009～2012 年度の 4 年連続受診者を対象に、レセプトデ

ータの主傷病名あるいは最初に記載された疾病名が社会保険表章用疾病分類におけ

る「V.精神および行動の障害（501-507）」に該当する集団をメンタルヘルス障害群、

それ以外を非メンタルヘルス障害群とした。対象者の性・年齢など基本属性に加え、

特定健診の各検査項目および質問票について、統計的に両群の比較を行った。 

【結果】 

 2009～2012年度の生活習慣病予防健診の4年連続受診者287,603名（男性 198,148

名、女性 89,455 名）のうち、メンタルヘルス障害群は男性 6,850 名（3.5％）、女性

3,273 名（3.7％）と、女性の有病率が高かった。年齢 10 歳階級別では、若年層に

おける有病者の割合が高い傾向が見られた。特定健診の質問票では、男女ともに喫

煙群で有病率が高く、また、「睡眠で休養が充分とれている」に『いいえ』と回答し

た群で有病率が高かった。 

【考察】 

 本研究におけるメンタルヘルス障害有病率は、本邦における 20 歳以上地域住民を

対象としたサンプル調査による 12 ヶ月有病率（8.8％）に比べ著しく低かったが、

今回のメンタルヘルス障害群には、てんかんや認知症といった一部の精神疾患が含

まれていないことを考慮すべきである。今後は、各傷病別に検討を行い、年齢や性

による詳細な層別化分析を進める必要がある。また、今回は睡眠の質や喫煙につい

ての自記式質問項目との関連が示唆されたことから、生活習慣におけるメンタルヘ

ルス関連リスクの予測因子探索と、重症化予防に向けたセルフケアや早期受診に繋

げる取り組みを進めたい。我が国においては、医療保障適用人口の約 6 割を占める

被用者保険加入者へのメンタルヘルス対策は重要であり、今後は保険者による介入

対象者の抽出や分析などのデータ活用法の確立が重要であると考える。 
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【背景・目的】 

 労働者を取り巻く様々なストレスの増大に伴い、こころの健康問題による社

会保障費は急増しており、職域におけるメンタルヘルス対策が急務である。 

一方、こころの疾病については、従来からの根強い偏見や、いわゆる「新型

うつ病」等の一般に理解されにくい病態像が存在し、また、発症から適切な受

療行動に至るまでの期間が長いことや、初診時に精神科専門医を受診する割合

が低いことによる診断・治療の遅れ等から、有病率や受療率に関する実態把握

や各疾患別のリスク要因などの検討が遅れている。 

本研究では、全国健康保険協会（協会けんぽ）東京支部が保有する診療報酬

明細書（レセプト）及び生活習慣病予防健診（特定健診項目を含む）データを

用いて、有病率の算出を試み、メンタルヘルス関連疾患の新規発症予測因子を

探索的に検討し、職域メンタルヘルス対策における早期介入を模索する。 

 

【方法】 

 協会けんぽ東京支部が保有する、35～74 歳の被保険者の健診データとレセプ

トデータを名寄せ・突合し、レセプトの主傷病名または最初に記載されている

傷病名が、社会保険表章用疾病分類の「V.精神及び行動の障害（501-507）」に

該当する被保険者を「メンタルヘルス障害あり」とした。 

 生活習慣病予防健診の、2009 年度から 2012 年度（平成 21～24 年度）までの

4年連続受診者を抽出し、2012 年度内の 12 ヶ月有病率を算出した。 

次に、2009 年度から 2011 年度（平成 21～23 年度）内に「メンタルヘルス障

害あり」に該当した群（メンタル既往群）を除外し、2012 年度（平成 24 年度）

に「メンタルヘルス障害あり」に該当した集団を「新規メンタル発症群」とし、

それ以外を「非発症群」とした。（図 1） 

（図 1） 
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 発症年度より遡って、3年前～1年前までの生活習慣病予防健診の自記式質問

票（図 2）の各項目（2～5 択）について、新規メンタルヘルス障害発症に対す

る関連の強さを、年度毎、男女別に解析した。 

 年齢は 10 歳階級（35～44、45～54、55～64、65～74 歳）に層別化し、各項目

について、Mantel-Haenszel モデルを用いて、各年齢層に共通のオッズ比（年齢

調整済み）を求めた。解析には IBM 社製 SPSS、ライトストーン社製 Stata を用

いた。 

 

（図 2） 
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【結果】 

 4 年度連続して生活習慣病予防健診を受診した 287,603 人（男性 198,148 人、

女性 89,455 人）のうち、2012 年度内の 12 ヶ月間に「メンタルヘルス障害あり」

に該当したのは 10,123 人（男性 6,850 人、女性 3,273 人）であり、当該集団に

おける 2012 年度の 12 ヶ月有病率は、3.5％（男性 3.5％、女性 3.7％）と算出

された。 

 メンタル既往群 16,244 人（5.6％）を除外後、分析対象集団 271,359 人のう

ち、2012 年度に新たに「メンタルヘルス障害あり」となった群（新規メンタル

発症群）は、3,383 人（男性 2,239 人、女性 1,144 人）であり、分析対象集団の

2012 年度の罹患率は、1.2％（男性 1.1％、女性 1.3％）と算出された。 

 新規メンタル発症群および非発症群の年齢階級別の分布は、表 1 の通りであ

り、男女ともに非発症群に比べ、新規メンタル発症群で若年層の割合が高かっ

た。 

 

（表 1） 
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 自記式質問票の各項目への回答と新規メンタルヘルス障害発症に関する、各

年齢層に共通のオッズ比のうち、4年度全て、及び 3年度分で関連の強さが有意

と認められた因子のオッズ比（OR）と 95％信頼区間を、男性は表 2-1（OR＞1 の

項目）と表 2-2（OR＜1 の項目）、女性は表 3-1（OR＞1 の項目）と表 3-2（OR＜1

の項目）に示す。 

 

（表 2-1） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

129



（表 2-2） 

 

 

（表 3-1） 
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（表 3-2） 
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 男女ともに関連の強さが有意と認められた因子について、オッズ比と 95％信

頼区間の年次推移を図 3 に、男女いずれか片方のみ関連の強さが有意と認めら

れた因子の一部を図 4に示す。 

 

（図 3） 

 

（図 4） 

 
 

【考察】 

 35歳以上の労働者におけるレセプトデータを用いたメンタルヘルス障害の12

ヶ月有病率（3.5％）は、本邦における 20 歳以上地域住民を対象としたサンプ

ル調査による 12 ヶ月有病率（8.8％）に比べ著しく低かった。 

しかし、今回のメンタルヘルス障害群には、てんかんや認知症といった一部
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の精神疾患が含まれていないことや、対象が被用者保険の被保険者であること、

年齢の違い等を考慮する必要がある。政府統計による患者調査は一日のみの受

療者数の調査であり、国民生活基礎調査は本人の自己申告によるものである為、

真の意味での有病者の全国割合を把握することは難しい。今後は、各傷病別に

検討を行い、年齢や性による詳細な層別化分析を進める必要がある。 

一方で、新規メンタル発症群および非発症群の年齢階級別の分布から、男女

ともに非発症群に比べ、新規メンタル発症群で若年層の割合が高かったことは、

先行研究と同様であった。 

自記式質問票の各項目への回答と新規メンタルヘルス障害発症に関する、各

年齢層に共通のオッズ比からは、男女ともに喫煙者において、新規メンタルヘ

ルス障害発症リスクが高まることが示された。先行研究で同様の報告も見られ、

ストレス負荷を感じやすい心性や、日常的にストレスの多い生活が喫煙行動の

習慣化に寄与している可能性が考えられる。 

また、男女ともに「睡眠で休養が充分とれている」と回答した群で、新規メ

ンタルヘルス障害発症リスクの軽減を認めた。睡眠時間だけではなく熟眠感と

いった睡眠の質にも留意することが重要と考えられ、職域メンタルヘルス対策

における早期介入の具体的なきっかけになりうると考えられる。 

 このほか、男性のみ、糖尿病加療中の群では、1よりも有意に低いオッズ比を

示した。女性では、「直近 1 年間で体重の増減が±3kg 以上あった」及び「朝食

抜き週 3 日以上」の群で 1 よりも有意に高いオッズ比を示した。女性における

健康上の懸念は、体重変動や食事量などに影響を及ぼす可能性が示唆される。 

 

 本研究により、保険者の保有データを用いることにより、これまで実態把握

が極めて困難とされてきたメンタルヘルス障害に対する疫学的な評価・検討が

実施できる可能性が示された。 

 また、生活習慣病予防健診（に含まれる特定健診の自記式質問項目）を利用

してメンタルヘルス障害の新規発症予測因子を探索した結果、早期介入の鍵と

なりうる有意な関連因子が示された。今後は、個別の年次推移をコホート的に

追跡し、多変量解析の手法を用いた分析も必要である。 

 

 本研究には、以下の限界が存在する。 

 本研究デザインの対象者となった 4 年連続健診受診者は、被保険者の中では

偏った集団である可能性があること。 

 「メンタルヘルス障害あり」の定義に用いた社会保険表章用疾病分類の「V.

精神及び行動の障害（501-507）には、てんかんやアルツハイマー病などの精神

疾患が含まれないこと。 

 レセプトデータにおける主傷病名または最初に記載された傷病名は診療報酬

請求を目的とするものであり、確定診断名ではないこと。 
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 オッズ比による関連の強さを指標とする解析では、未知の交絡因子による影

響を調整する必要があること。 

 

 我が国においては、医療保障適用人口の約 6 割を占める被用者保険加入者へ

のメンタルヘルス対策は重要であり、今後は保険者による介入対象者の抽出や

分析などのデータ活用法の確立が重要であると考える。 

今回は睡眠の質や喫煙についての自記式質問項目との関連が示唆されたこと

から、生活習慣におけるメンタルヘルス関連リスクの予測因子探索と、重症化

予防に向けたセルフケアや早期受診に繋げる取り組みを進めたい。 
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